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1. はじめに

2011年に日本で植込み型左室補助人工心臓が保険償還
され，10年が経過した。J-MACS（Japanese registr y for 

Mechanically Assisted Circulatory Support）によると，2020

年12月までに1,174例の植込み手術が実施されている 1)。
体外設置型と異なり，植込み型LVAD（left ventricular assist 

device）装着患者は退院が可能であり，多くの患者が在宅
療養し，社会復帰が可能であるため，患者のQOL（quality 

of life）は格段に向上している。一方で，在宅で生命維持装
置を付けて安全に生活するため，患者や家族の身体的，精
神的負担も大きい。患者が在宅でよりよく過ごすことがで
き，QOLの維持・向上と安全を確保するためには医療チー
ムによる支援が非常に重要である。本稿では，非移植実施
施設である当院における植込み型VAD装着患者の在宅療
養の現状と課題について述べる。

2. 当院の在宅VAD患者の管理の状況

愛媛大学医学部附属病院は，2014年に植込み型補助人工
心臓実施施設となり，2021年7月までに20例の植込み手
術を行ってきた。在宅療養患者の管理は，他院での植込み
症例も含め，延べ18例の管理を経験している（表1）。愛媛
県は，四国の瀬戸内海側に位置しており，中国・四国から
のアクセスはしやすい位置にある。当院は県のほぼ中央に
位置しており，県内から当院への移動は車で2時間もあれ
ば可能である。外来管理している患者の居住地としては，
愛媛県が多いが，隣県の香川県，高知県に在住の患者も管

理をしている。都市部とは異なり，主な移動手段は自家用
車がメインであり，公共交通機関（バス・電車）を利用して
いる患者はわずかである。ほとんどの患者は介護人が運転
する自家用車で通院をしている。使用機種は，Hear tMate

Ⅱが9名，HeartMate3が5名，HVADが3名，jarvik2000が
1名となっている。年齢は20歳代から60歳代と様々で，60

歳代が1名，50歳代が7名，40歳代1名，30歳代6名，20歳
代が3名となっており，子育て中の世代もいれば，子育て
も終え夫婦での生活が中心の世代，親と暮らす独身患者と
背景は様々である。性別は男性が多く，主介護人としては
妻や両親が担っている症例が多いが，一部，兄弟が担って
いる症例もある。半数の患者は就労し社会復帰を果たして
おり，就労ができていない患者も，ハローワークに通うな
ど就職活動をしている現状である。Status3†（次頁参照）
になっている患者もいるが，家族のサポートを受けながら
在宅生活を送っている。

3. 非移植実施施設における植込み型VAD患者の現
状

1） 地域社会との関わり
在宅療養にあたっては，原則24時間の付き添いができる
介護人が必要とされている。介護者にとって24時間患者
を支援することは，介護者自身の生活に影響を及ぼす 2)と
されており，また，植込み型VAD患者の退院後QOLに影
響する主観的体験として「家族のサポート力不足や協力者
の不足」が明らかとなっており 3)，当院では植込み手術前
から患者や家族に，できるだけ多くの介護人を挙げるよう
に説明をしている。5名以上の複数名の介護人を確保して
いる患者もいるが，多くは2～3名が多い。しかし，2～3

名を確保していたとしても一緒に住んでいる家族が主たる
介護人となって，実質的には介護人が1名のような状態に
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なる家庭もある。介護人が少ない場合には介護負担を軽減
することを考慮して，介護・福祉サービスの導入を行う症
例もある。導入サービスとしては訪問看護，訪問リハビリ
テーションや，ヘルパーなどが挙げられる。サービスの利
用にあたっては，連携する機関へ多職種VADチーム（心臓
外科医，循環器内科医，看護師，臨床工学技士）で訪問して，
勉強会を開催したり，退院前拡大カンファレンスを開いて
訪問看護師やヘルパーに対してVADの説明を行ったりし
ている。
しかし，昨今の新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

の流行による影響で，施設間の往来や，家族の来院などを
控えなければならない状況が発生した。このため，インター
ネット回線を使用したオンライン会議システムを利用し，
介護・福祉サービスの関係者と拡大カンファレンスを行う
症例もでてきている（図1）。オンラインでの拡大カンファ
レンスのデメリットとしては，直接顔を合わせて話をでき
ないことや，実際の機器を見てもらうことができないこと
などが挙げられる。一方，メリットとしては，県境を越え
ての連携や通院が必要な場合もあるVAD在宅療養におい

ては，病院スタッフが院内の業務を長時間離れて，施設訪
問や説明会などに時間を使うことが減り，人的，時間的な
負担軽減につながっていることが挙げられる。

2） 連携病院
VAD患者は，植込み型補助人工心臓実施施設から2時間
以内の範囲で療養する必要があるが，2時間以内であって
も遠方になるため，自宅から近い場所に通院できる連携病
院を作っておくことを勧めている。連携する病院としては，
当院から心臓血管外科の医師が出向いている病院に協力を
得るようにしている。患者は，実施施設である当院の通院
を毎月行いながら近医の通院もするため，複数回の通院が
患者の負担になるとも思われたが，近くに通える病院があ
ることに安心感を得ているようである。また，連携先の病
院が，今後，人工心臓管理施設として認定を目指すことに
繋がり，管理施設が拡大し，患者をスムーズに地域に移行
することが期待できる。

3） 社会復帰支援
在宅療養で社会復帰を目指せることは，患者のQOL向

上に大きく関わるところである。就労や就学を支援するに

表1　愛媛大学医学部附属病院での在宅経験症例の状況

患者 機種 性別 年齢 主介護人 就労の状況（植込み入院前） 就労の状況（植込み後）

A HeartMateⅡ 男 50歳代 妻（50歳代） 心不全で退職済み 会社員
B HeartMateⅡ 男 40歳代 妻（40歳代） 自営業（製造） 家事手伝い
C HVAD 女 50歳代 夫（50歳代） 会社員 会社員
D HeartMateⅡ 男 50歳代 母（70歳代） 公務員 就職活動中
E HeartMateⅡ 男 30歳代 父（60歳代） 心不全で退職済み
F HeartMateⅡ 男 50歳代 妻（50歳代） 心不全で退職済み 家事手伝い
G HeartMateⅡ 男 30歳代 母（70歳代） 心不全で退職済み
H HeartMateⅡ 男 50歳代 妻（50歳代） 自営業 自営業
I Jarvik2000 女 30歳代 夫（40歳代） 主婦 （Status3）
J HeartMateⅡ 男 30歳代 妻（30歳代） 建築関係 建築関係
K HeartMateⅡ 男 20歳代 妻（20歳代） 会社員 会社員
L HeartMate3 男 30歳代 父（60歳代） アルバイト 就職活動中
M HeartMate3 女 60歳代 夫（60歳代） 主婦 （Status3）
N HeartMate3 男 50歳代 弟（40歳代） 建築関係 建築関係
O HeartMate3 男 20歳代 父（50歳代） 就職活動中 就職活動中
P HVAD 男 20歳代 母（50歳代） 学生 医療関係
Q HeartMate3 男 50歳代 妻（50歳代） 心不全で退職済み 農業
R HVAD 男 30歳代 母（50歳代） 製造業 病気休職中

†心臓移植の希望者は，治療などの状況により医学的緊急度をStatus1～ 3に分類され，移植希望者から移植施行の対象者を選択す
る判断に用いられる。Status3は心臓移植の適応の除外条件（感染症など）を有する状態のために，一時的に移植の待機リストから
削除された状態。 
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あたっては，職場へ多職種VADチームで訪問をして，職場
上司や同僚，医務室の保健師に対して，VADの注意事項や
アラームの説明，緊急時の対応などを説明している。説明
会で職場のサポート者との顔の見える関係を作っていたこ
とで，後に医務室の保健師から，職場での対応の相談を受
けたりすることができた。専門学校の学生であった患者の
復学を支援するにあたっては，担任の先生と連絡を取りな
がら，学校へ訪問を行った症例もある。この症例では，学
校の教員に対してVADについての座学の講義の後，実際に
VADに触れてもらい，機器の取り扱いに関する筆記試験を
行い，合格者には認定証を配布しサポート者として協力を
得る体制をとった（図2）。
一方，表1に示したように社会復帰が果たせていない患
者も数名いる。状況としては，VAD植込み以前に心不全に
よる症状で仕事を退職していた患者や，仕事内容により
VAD植込み後の影響からそれまでの仕事をできなくなっ
てしまった患者がいる。一度仕事を辞めてしまうと，病気
を抱えながら新たな場所で，ゼロからのスタートを切るの
は通常の就職活動以上に困難を伴う。近年，働き方改革の
一環で治療と仕事の両立支援が推進されており，当院でも
VAD植込み以前から，心不全患者には社会福祉士が関わり
両立支援を意識して取り組んでいる。また，介護人として
24時間サポートするために，家族が仕事を辞めないといけ
ないと考える家族も多くいる。VAD植込み後も生活を成
り立たせるためには，生活の基盤となる経済面が破綻しな
いようにしなければならない。患者だけではなく，家族に
も社会福祉士や看護師から，焦ってこれまでの生活を変え
てしまわないような声かけや，利用できる社会資源などの
情報を提供している。
また，前述したように当院通院患者の移動は自家用車が

多数を占めている。VAD患者は自動車などの運転が制限
されるが，移動手段の制限は通勤や仕事内容などにも影響

するため，社会復帰にも影響がある。車移動が中心で公共
交通機関による移動手段が乏しい地方においては，運転の
制限については課題である。

4. 非移植実施施設における植込み型VAD患者の今
後の課題

1） 課題1　高齢化による患者教育への影響
日本は世界一の高齢社会であるが，当院のある四国地方

の高知県（高齢化率35.2％），徳島県（同33.6％），愛媛県（同
33.0％）は高齢化率が高い県で，日本の上位10県の中に
入っている状況にある 4)。DT（destination therapy）の開始
や心臓移植待機期間の延長から，VAD治療を対象とする患
者自身および介護人の高齢化が課題となってくる。VAD

の在宅療養においては，機器管理だけでなく，創部管理，
内服管理，食事管理など様々な自己管理が必要であり，こ
れらの管理ができることが在宅療養の要件になっている。
しかし，患者や介護人が高齢になることで，理解に時間が
かかることや，一度理解していたことも時間を経るにつれ
て，記憶が曖昧となり管理に影響することが考えられる。
現在当院では，ドライブライン貫通部の写真を電子メール
で定期的に送信してもらっているが，スマートフォンに
メールアドレスを登録したり，メールで写真を送信したり
する方法から説明が必要になる患者もいる。在宅管理の取
り組みでは，遠隔モニタリングやスマートフォンアプリな
どの開発が進められているが，高齢者の利用も考えると安
全を確保しながらもシンプルで使いやすいシステムとなる
ことが望まれる。また，これまで介護人であった家族自身
に介護が必要となったり，VAD患者とは別の家族に介護が
必要となったりする事例があり，今後，VAD装着期間がさ
らに長期化することで，家族構成の変化や，家族の役割変
化が生じることが予想される。患者や介護人の知識や管理
状況の再確認，再教育は各施設で取り組まれているところ

図1　Webを利用した地域とのカンファレンスの様子
図2　復学のための学校訪問の様子

臨床工学技士から，VAD機器を用いた説明
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ではあると思われるが，患者の状況や，介護人の状況など
をVADチームで情報共有して，変化に合わせて再教育の時
期や内容を考えていく必要がある。

2） 課題2　社会基盤の整備
VADの遠隔期合併症の1つとして，脳合併症（脳梗塞・
脳出血）が挙げられる。脳合併症による後遺症に対しては
通常，脳卒中リハビリテーションが行われ，状態によって
は機能障害や能力低下を改善するため，回復期病院へ転院
しリハビリテーションを継続して自宅退院を目指す。VAD

患者においては，実施施設・管理施設ではない病院への転
院受け入れは困難を極める。実施施設・管理施設でリハビ
リテーションを行い，退院にあたっては在宅サービスの導
入などで補っている。
また，Status3やDTで終末期を向かえるにあたり，住み

慣れた自宅での生活を患者が望まれた場合に，地域の医療
資源を活用することが必要になる。しかし，地域でVAD治
療の経験自体がないことや，地域の多職種スタッフの不安
などから，受け入れ先の選定に難渋することが予想される。
また，病院での看取りとなった場合であっても，現状とし
てCOVID-19の影響で家族の面会が制限されており，患者
や家族の希望に沿った終末期を迎えることが難しいと思わ
れる。今後，DT患者や，実質的にDTとなった患者が増え
ていき，住み慣れた地域で生活し，終末期を迎えるために
は，地域の社会基盤を整備していくことが課題である。ま
ずは，管理施設を拡大していくこと，VADについて患者が
生活する地域に広く知ってもらえるように啓発していくこ
とが必要と考える。併せて，アドバンス・ケア・プランニ
ング（advance care planning，ACP）について，心不全患者
への実施は，急性・慢性心不全診療ガイドライン 5)でも推
奨されており，VAD患者についても終末期を含め，どのよ
うにVAD植込み後の人生を送っていきたいか，医療者と患
者とで意思共有していくことは必要である。それらの意思
を踏まえて，患者の住む地域の基盤を準備していくことが
必要である。

3） 課題3　連携
近年，VAD植込み実施施設の地域偏在性や治療期間の長

期化，各施設の対応可能数を超える患者数の増大などから，
植込み型VADの実施施設と管理施設の間でshared careの
必要性が増大しているといわれている 6)。また，植込み実
施施設―管理施設間だけではなく，移植実施施設との連携
は必須である。非移植実施施設である当院の患者は，年に
数回の移植実施施設の受診を行っている。COVID-19の影
響で県境を越えての移動が制限され，実施施設の受診がで

きない状況もあった。地域で生活をする患者の情報が，心
臓移植実施施設，人工心臓植込み実施施設，人工心臓管理
施設の間で，タイムリーに情報共有されて，切れ目ない連
携がなされていくことが必要である。人工心臓管理技術認
定士，レシピエント移植コーディネーターや，VADコー
ディネーターが中心となると思われるが，VAD患者が増加
し，連携する施設が拡大していく中で，それぞれの施設で
どこの窓口で，誰を中心に連携を図っていくのか，どのよ
うな手段で情報共有し連携を図っていくのか課題であると
考える。

5. おわりに

植込み型VAD治療の保険償還から10年が経過し，在宅
療養患者は増えてきているが，日本全体でみると，まだま
た数は少なく，地域偏在もあり，地域・在宅スタッフで管
理経験者は少ない。在宅療養は，医療・介護スタッフだけ
ではなく，地域住民や職場など関わる人々の理解があって
成り立っており，社会基盤の整備や地域での認知度は低く，
まだまだ課題が残っている。高齢社会に対応して，地域で
もVAD患者を受け入れられるように在宅療養体制を整え
ていくことが期待される。

利益相反の開示
山口　修：【講演料など】日本メドトロニック株式会社
その他の著者には規定されたCOIはない。
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